
■主要な事業の状況

■主要な業務の状況

（注）１．「資金調達費用」は、金銭の信託運用見合費用（令和6年度0百万円、令和7年度0百万円）を控除して表示しております。
2．業務粗利益率＝業務粗利益÷資金運用勘定平均残高×100
3．国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

業務粗利益
（単位：百万円）

主要な経営指標の推移
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経常収益
経常利益又は経常損失（△）
当期純利益又は当期純損失（△）
出資総額
出資総口数
純資産額
総資産額
預金積金残高
貸出金残高
有価証券残高
単体自己資本比率
出資に対する配当金（出資1口当たり）
役員数
　うち常勤役員数
職員数
会員数

資金運用収支
　資金運用収益
　資金調達費用
役務取引等収支
　役務取引等収益
　役務取引等費用
その他業務収支
　その他業務収益
　その他業務費用
業務粗利益
業務粗利益率

令和6年度
5,690
6,005
315
170
937
767
36
61
25

5,896
　1.09％

令和7年度
5,952 
6,711 
759 
165 
921 
755 

△ 354 
96 
451 
5,763 
　1.09％

（注）１． 業務純益＝業務収益一（業務費用一金銭の信託運用見合費用）
  業務費用には、例えば人件費のうちの役員賞与等のような臨時的な経費等を含まな
いこととしております。
また、貸倒引当金繰入額が全体として繰入超過の場合、一般貸倒引当金繰入額（ま
たは取崩額）を含みます。

２．実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
実質業務純益は、業務純益から、一般貸倒引当金繰入額の影響を除いたものです。

３．コア業務純益＝実質業務純益一国債等債券損益
国債等債券損益は、国債等債券売却益、国債等債券償還益、国債等債券売却損、
国債等債券償還損、国債等債券償却を通算した損益です。

業務純益
（単位：百万円）

業務純益
実質業務純益
コア業務純益
コア業務純益（投資信託解約損益を除く。）

令和7年度令和6年度
815
621
1,055
1,114

719
648
671
775

令和7年度令和4年度令和3年度 令和5年度 令和6年度

7,804 
349 
317 
2,645 
5,290 
7,174 

512,162 
501,759 
273,933 
124,028 
9.75 
7 
13 
7 

466 
52,868 

6,513 
217 
165 
2,658 
5,316 
18,332 
556,116 
530,553 
278,611 
137,978 
8.84 
7 
14 
7 

503 
58,680 

6,449 
△ 207 
△ 605 
2,655 
5,310 
13,439 
544,840 
528,359 
274,840 
152,000 
9.20 
7 
15 
8 

483 
57,122 

6,945 
347 
225 
2,651 
5,303 
12,962 
541,513 
525,369 
274,831 
154,226 
9.37 
7 
15 
8 

484 
55,394 

7,117 
302 
183 
2,647 
5,294 
8,745 

523,037 
510,962 
277,628 
146,636 
9.56 
7 
15 
9 

467 
54,020 
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